
１．研究目的と調査方法＊

２００９年１１月，多摩地区の大学でジェンダー教育に携わる研究者によるネットワーク

（通称多摩ジェンダー教育ネットワーク）づくりのための第１回会合が開催され

た（１）。現在に至るまで計１０回の会合がもたれ，成蹊大学，中央大学，和光大学，国際

恵泉女学園大学のジェンダー教育に関する調査研究
―１９８８年度～２０１１年度

稲 本 万里子＊ 野間田 せつ子＊＊

Research and Study on Gender Education of

Keisen University:

1988−2011

Mariko Inamoto＊ Setsuko Nomada＊＊

Abstract
This article is a report on research on a lecture course relating to the topics of gen-

der, women, feminism, sexuality, and minorities, based on syllabi from 1988 to

2011. It divides that period into three parts: the “University establishment period”

of 1988−1996, the “Department increase period” of 1997−2004, and the “Two-

faculty, five-department system period” of 2005−2011, and analyzes them. As a re-

sult, the educational concept of Keisen University that added the aspect of minori-

ties, centering on gender and women, was reconfirmed. In the next phase, it is

necessary to establish a gender education program that introduces a lecture course

related to sexuality and minorities, centering on Christianity.

Key Words: Gender Education, Keisen University, Syllabus

－ 49 －



基督教大学，一橋大学，東京女学館大学，都留文科大学，大妻女子大学，桜美林大学，

白百合女子大学，東京純心女子大学，東京外国語大学，および本学におけるジェン

ダー教育の実態と問題点，改善に向けての取り組みなどが報告された（２）。そのなか

で，教養課程や男子学生が多い大学においてジェンダー教育がいかに困難であるか，

その克服のために，教員の側から，あるいは大学の要請により，ジェンダー関連施設

が設立されるまでの道程が紹介されるなど，ジェンダー教育をめぐる今日的な問題が

浮き彫りになった。これらの事例に対して，恵泉女学園大学は，ジェンダーに関する

授業が多く，ジェンダーに理解のある大学といわれているが，その実態はどのように

なっているのであろうか。本学におけるジェンダー教育は，どのように始まり，どの

ように展開してきたのだろうか。本研究は，１９８８年度から２０１１年度までのシラバスを

もとに，ジェンダー関連科目の調査をおこなうことによって，本学におけるジェン

ダー教育の歴史的変遷と現状を確認し，問題点や改善点を導き出し，恵泉教育に寄与

することを目的とするものである。

ジェンダー関連科目の調査にあたり，各年度のシラバスから「ジェンダー」，およ

び「女性」「フェミニズム」，参考として「セクシュアリティ」「マイノリティ」関連

科目を抜き出し（３），さらにそれを，A授業科目名にキーワードが使われている授業

（以下，Aタイプ），B講義題目にキーワードが含まれている授業（Bタイプ），C講

義目的（２０１１年度からは到達目標）にキーワードが含まれている授業（Cタイプ），

D講義のなかで１回あるいは数回取りあげる授業（Dタイプ）の４種類に分類し，そ

の実態と変遷を調べた（４）。紙数の関係上，一覧表をすべて掲載することはできないた

め，A～Dに分類した授業科目数を年度ごとにまとめたものが表１ジェンダー関連授

業科目数一覧（学部）と表２ジェンダー関連授業科目数一覧（大学院）である（５）。こ

のように進めたが，この調査はあくまでもシラバスの分析に基づくものであり，シラ

バスと実際の授業とは異なっていることをあらかじめことわっておきたい。特に，初

期のシラバスは現在ほど項目が整っていなかったため，シラバスに明記されていなく

ても，授業で取りあげる場合があったと考えられる。しかし，創立期以来の授業すべ

てを，担当教員へのインタビューによって調べることは不可能であるため，現時点で

はシラバス分析が最も効果的な手段であると考えている。

以下，本学の沿革と開講科目数の推移，シラバスに基づくジェンダー関連科目の分

析と考察，他大学のジェンダー関連プログラムの紹介，問題点と改善への提言の順に

述べていきたい。
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２．本学の沿革と開講科目数の推移＊＊

恵泉女学園大学は，１９２９年に創立された恵泉女学園を母胎とする。創立者河井道は

まず，「聖書（キリスト教）」「園芸」「国際理解」を教育の柱とした女子中等教育を実

現し，中学・高等学校の設立とともに，「園芸」「国際理解」の専門性を短期大学園芸

科，短期大学英文科という形へと繋げていった。キリスト教信仰を基とし，園芸を通

して命の尊厳を知り，国際理解を通して平和貢献を目指すというこの教育理念を，さ

らに高等教育機関にも継承し実現すべく，学園創立から約６０年を経た１９８８年，人文学

部日本文化学科・英米文化学科という１学部２学科の単科大学として恵泉女学園大学

が開学することとなった。

開講科目数をみていくと，１９９１年に完成年次を迎えるまでの間は，ゆるやかに増加

する（表１）。１９９２年，大学設置基準の大綱化を受けてカリキュラム改編がおこなわ

れ（６），続いて１９９７年には短期大学英文学科（１９９９年廃止）の定員を引き受けて大学に

統合し，国際社会文化学科を設置するための部分的再編が実施された。ここでは特に

英語教育（第一外国語）の再編成に力が入れられ，英語科目の開講数が増えることに

なる。なお，１９９７年度以降入学生用カリキュラムと１９９６年度以前入学生用カリキュラ

ムの同時開講は２０００年度まで続いた。

１９９８年に国際社会文化学科が開設され，１学科分の専門科目が増えたことから，全

体的に科目数が増加する。以降，同学科が完成年次を迎えるまで，科目数は増えてい

く。２００１年の人間環境学科・大学院人文学研究科開設と同時に，セメスター制が導入

された。ただし学部においては，４単位科目の週２回開講による１学期完結は難し

く，当面１学期２単位ずつの展開（a/b）に分割しながらも通年開講とする科目が多

かったため，開講科目数がこれまでの約２倍になった。セメスター制への完全移行

は，人間環境学科の完成年次である２００５年を目標にされた（７）。

２００５年，恵泉女学園園芸短期大学が大学に統合され，大学は１学部４学科体制から

２学部５学科（人文学部日本語日本文化学科・英語コミュニケーション学科・文化学

科，人間社会学部国際社会学科・人間環境学科）に再編された。このときには完全セ

メスター制が実施され，週２回４単位開講科目はなくなる。なお，２００５年度以降入学

生用カリキュラムと２００４年度以前入学生用カリキュラムの同時開講は，２００８年度まで

続いた。

２００７年に，大学院人間社会学研究科（２００９年に平和学研究科と名称変更）を設置

し，学部カリキュラムとの連続性による教育理念の顕示を図った。大学院の開講科目

数はこの年度が最も多くなっている（表２）。定員２４名に比べ科目数が多いことの反
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省から，以後は各年開講にするなどの措置がとられた。

一方学部は，２０１０年度，２学部５学科体制の完成年次を迎え，全学科において開講

科目を見直しカリキュラムのマイナーチェンジをおこなったが，めざましく開講科目

数が整理されたわけではない。２０１１年度からは，自立した女性としての将来設計を描

く広義のキャリア教育のために１年次必修科目を追加し，学生の就職活動支援のため

にキャリアデザイン科目群に実践的・対策講座的な新規科目を追加した。実質的には

開講科目数は増加しているといえる。当然ながら，大学も大学院も，それぞれ定員変

更・新学科開設・セメスター制導入・短期大学統合・大学の改組というカリキュラム

を検討する節目のなかで，開講科目数が増加してきたのである。以下，大学創立期

（１９８８～１９９６年度入学生），学科増設期（１９９７～２００４年度入学生），２学部５学科体制

期（２００５～２０１１年度入学生）に分け，分析していく。

３．ジェンダー関連科目の分析と考察

大学創立期＊＊

大学創立期のシラバスは，１９９４年度までは，わずか５ミリ程度の冊子に学生生活・

開講科目表・シラバスがコンパクトにおさめられていた。当然 webシラバスなどな

い時代である。シラバスの部分は講義科目名と本文からなり，しかもほとんどのシラ

バス本文は１０行以下で，１ページに複数科目が掲載される書式となっている。また講

義題目・講義目的・講義内容は区分なく記されているため，文脈から講義目的か講義

内容かを判断し，データをとった。

１９８８年度（大学初年度）は１学年のみの在学で開講科目数も限られていたため，特

にデータが少ない。そのなかでジェンダーの語が使われている科目はなく，女性の語

が B～Dタイプでわずか３科目に使われているのみである。

女性関連語は，１９８９年度に「女性学」が開講されると，B～Dタイプ例も増加して

いる。それに対してジェンダー関連語は，１９８９年度以降継続して Dタイプに例があ

るものの，初出の「アメリカ文化研究Ⅱ（言語文化）」（牧内勝）にみられる「男女の

性差」のように性差・性役割といった表現であり，ジェンダー用語の初例は１９９３年度

の「女性学」（大日向雅美），Aタイプ初出例は１９９８年度の「ジェンダー論Ⅰ」からで

ある。

その他のキーワード，セクシュアリティ，フェミニズム，マイノリティの初出は

１９９１年度以降，しかも B～Dタイプにまばらに登場するのみで，いずれもデータ数が

めざましく増加した時期はみられない。セクシュアリティは１９９５年度「イギリス文化

研究Ⅲ（文学）」（竹野一雄），フェミニズムは１９９３年度「キリスト教人間学」（荒井
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献）「英米文化講読演習Ⅱ」（杉山恵子）に初出がみられ，キーワード登場としては女

性，ジェンダーより遅い。いずれも女性，ジェンダーと関連して用いられている場合

が多く，親キーワードはあくまで女性，ジェンダーとみてよいだろう。マイノリティ

は，他の語に比べ例数が少ない。１９９１年度初出「社会学」（内海愛子）の Bタイプ以

降，１９９７年度まで１，２科目の例のみとなっている。

全体に，語学科目や生活園芸などの実習科目では，それぞれのキーワードが言及さ

れる例はほとんどなかった。もちろん，シラバス記載が全てではないため，データ件

数が少ないからといっても，実際にはそれぞれの視点に触れた授業がなかったわけで

はない。１９９５年度からシラバスの書式が変更になり，１科目１ページが割り当てら

れ，講義目的・講義計画が明示されるようになってから，たとえば女性については

C，Dタイプの例が増えてきたが，大幅なカリキュラム改編がおこなわれてはいない

ので，それまでも当然その視点をもって授業展開がなされていたと考えるべきであ

る。『現状と課題―自己点検・自己評価に向けて―１』において，本学が日本文化学

科と英米文化学科という２つの文化学科として成り立っていることについて，次のよ

うに述べられていることからも明らかである（８）。

従来の，とりわけ女子高等教育が「文学」に偏向し，女子教育は「文学」で事足

りるという男性中心的教育理念に対する反省と批判が込められている。女性にこ

そ，人間性（humanities）を―社会・自然をも含む―広義の文化的レベルにおい

て全体的総合的に見通すことのできる複眼的視野が備えられているという認識に

立ち，女子学生の一人一人に，いかなる男性中心的方法にも統一的イデオロギー

にも支配されない自立した自由人たるべく，個人的精神的能力の全人的創造的発

達を身につけることが期待されている。

さらに，「とりあえず日本と英米という二つの地域を手掛かりに」人間性を考える

ことが本学の理念であると述べ，次のように結んでいる。

従来の日本における「西欧一辺倒」的学問のあり方と，それと不可分の関係にあ

るアジアの人々の人権を無視した政策に対する深刻な反省に基づき，国際的に弱

い立場にある人々に対して自ら「隣人となる」という福音信仰の原点（ルカ１０：

３６）に立ち帰って，真理を謙虚に探求し，自然を慈しみ，世界の平和に貢献する

恵泉教育に不可欠の手段となるであろう（『現状と課題―自己点検・自己評価に

向けて―１』p３～４）。
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これに関して，１９８９年度に「女性学」（大日向雅美），１９９０年度に「婦人福祉」（塩

沢美代子）が開講されていることに注目したい。当時の「女性学」のシラバスには，

「男性中心の社会の中で盲点とされていた諸問題を取り上げ，女性的な視点から再点

検し，新しい人間社会の発展を考えたい」とある。１９９０年度シラバスからは男性と女

性の関係性や性差・性役割といった語が登場し，いわゆるジェンダーの視点から展開

していく授業であったことは明らかである。１９９２年度には，この流れを受け集大成を

目指すゼミ科目として「女性学演習」（大日向雅美）も開講された。１９９４年度には「心

理・女性学研究」が開講，「女性学演習」は「心理・女性学演習」と科目名を変えて

いる。

一方「婦人福祉」のほうは，婦人という語が示すように，明治期以降女性が直面し

てきた問題に注目する授業であった。「担当教授の経歴もあって，女性の社会的地位

やアジアからの労働者の問題などと関わる実践性の高いきわめて特色ある科目」（９）と

位置づけられており，１９９２年度には「婦人労働論」と科目名を変え，女性にとっての

具体的な問題提起がされていたことをうかがわせる。担当教授の退任後，１９９５年度か

ら「女性労働論」という科目名に変わったが，これは婦人という語が一つの役割を終

えたからでもある。また科目名称変更と同時に，家族に関する法制度に注目した「家

族論」という科目が開設されているが，これは「婦人労働論」の内容を分担したもの

とみられる。

なお，婦人から女性への変化のように，性差・性役割からジェンダー，マイノリ

ティ（少数者）から補足説明抜きのマイノリティなどといった使用語彙の変化も興味

深い。これもまた日本社会の変化をみる一要素であり，教育現場においては常に今日

的なキーワードを盛り込みながら授業展開がなされていったことがうかがえる。

また，前掲の『現状と課題―自己点検・自己評価に向けて―１』から，恵泉女学園

大学における女子教育においては特に，マイノリティ視点を意識していたと考えられ

る（１０）。とりわけ日本が関わってきたアジア諸国をマイノリティとしてとらえ，カリ

キュラムに組み込んでいたとみられる。たとえば，第二外国語科目においては，中国

語・韓国語の他タイ語・インドネシア語といった，当時としては比較的マイナーなア

ジア言語を配置している。これは前掲の通り，他のアジア諸国の人権への関心から必

要とされたものであった。そのため日本文化学科は仏語・独語といったヨーロッパの

言語を第二外国語として選択した場合でも，必ず何かアジアの言語を取得することが

求められていた（英米文化学科はアジア関係の講義科目履修で代替可能）。

この時期のカリキュラムポリシーは，「一般教育科目は専門科目の「つなぎ」や「予

備」ではなく人間・自然・社会を全体的に把握するための学科目」（１１）であり，一般教
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育科目と専門科目とは平行履修であった。一般教育科目と専門科目の間に軽重の差は

なく，多角的に女性である学生自身を，あるいは女性として自らが生きる社会をみつ

め直すように図られていたのであろう。

この他女性の Dタイプを俯瞰していくと，「日本文学史Ⅱ（近代）」（島田昭男）

「アメリカ文学Ⅱ」（吉川俊子）などの専門科目のなかで女性文学者を取りあげるな

ど，いわば社会的評価を得られた女性に焦点を当てた授業も目立つ。特定の個人の場

合や，包括的にとらえて数人を取りあげる例など，Dタイプにおいてはコンスタント

にみられるスタイルである。一般的な取りあげられ方ではあるが，上記のポリシーの

もとに展開されたものであると考えたい。

学科増設期＊＊

１９９７年度には，１９９８年度の短期大学英文学科統合・国際社会文化学科増設の準備段

階として，カリキュラム再編成がおこなわれた。共通科目は「共通基礎」「キリスト

教」「自然・環境」「心と健康」「人間と社会」の５つの科目群に分けられ，「一般教育

科目として位置づけられてきた科目と学科の専門科目の一部が配置」（１２）された。さら

に，短期大学の教員が英米文化学科に移り，第一外国語科目「英語」が「Communica-

tive English」として再編成されるなど，英語関連の開講科目数が増えた。各学科の専

門科目も「専門基礎」「研究の対象」「研究の展開」「研究の応用と総合」という科目

群に分けられ，配当年次に従って学習・研究過程を進めていくことになった。言いか

えれば，科目の属性や研究指導体制を機能的に整理したということなのかもしれな

い。

『現状と課題―自己点検・自己評価―』に述べられた新学科の基本構想から，アジ

ア諸国との関係からマイノリティ視点をもった科目，社会学的要素を含むジェンダー

視点をもった科目などは，国際社会文化学科の専門科目につなげる計画であったとみ

られ（１３），開学以来の理念を継承しつつ次のような人材養成を目指すとしている。

１．多文化社会の視点を重視する。

国際社会文化学科は，国際社会を従来のように政治・経済を中心に見るので

はなく，多文化社会の視点に立って研究し，教育する。

２．キリスト教ヒューマニズムに立脚する。

他文化に自らを開くキリスト教ヒューマニズムに立脚して，多文化社会の文

脈の中で，国際社会・国際文化を研究し，教育することは今日の世界におい

て極めて重要である。
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３．園芸教育の伝統を踏まえ，地球環境に対する理解を深める。

本学の園芸教育を深めることによって，地球環境に対する理解を促進し，地

球規模で問題となっている環境問題の解決を目指す教育を重視する。

（中略）

７．地域や社会に貢献できる自立した女性を育成する。

本学科では，共通科目の「女性学」を基礎に「心理女性学」「比較ジェンダー

論」等の科目を通して，日本だけでなく国際社会の中での女性の地位と役割

についての理解を深め，地域や社会に貢献できる自立した女性を育成する

（『現状と課題―自己点検・自己評価―』p８０～８１）。

第７項は新学科に限られた目標ではないが，「女性学」を基礎に「心理女性学」

「ジェンダー論」などの科目を通してモデルパターンを作ることを考えていたのがわ

かる。実際には「比較ジェンダー論」という科目ではないが，１９９７年度からのカリキュ

ラムには，共通科目群に「ジェンダー論Ⅰ（女性と家族）」「ジェンダー論Ⅱ（女性と

映像）」という２科目が新設されており（ただし両科目とも２～４年次配当のため，

この年度は開講されず），その道筋を示そうとしていたと考えられる。

また，女性の語のうち Aタイプは，「女性学」「女性とキリスト教」「女性と健康」

「法と女性」など共通科目に例が多く，１０科目程度が安定的に開講されている。開講

されない年度はあっても，担当教員の変更による影響も少ない。年度ごとに B～Dの

個々の例数に差はあるが，データ総数としては５０以上を数えるようになっている。や

はりジェンダー視点をもった「女性教育」を主眼においているとみてよいだろう。

翌１９９８年度より旧カリキュラム（１９９６年度以前入学生用カリキュラム）の「家族

論」と新カリキュラム（１９９７年度以降入学生用カリキュラム）「ジェンダー論Ⅰ」が

同一教員による同時開講となり，「ジェンダー論Ⅰ」が「家族論」を継承するための

科目であったことがわかる。１９９９年度には，女性映画監督作品を扱った「ジェンダー

論Ⅱ」が開講されるが，「家族論／ジェンダー論Ⅰ」は開講されていない。２０００年度

になってようやく，「ジェンダー論Ⅰ・Ⅱ」がともに開講されたが，「家族論」は開講

せずとなっている。これはおそらく，新カリキュラムの完成年次にあたり，旧カリ

キュラムの「家族論」はもはや同時開講する必要がなくなったためであろう。「家族

論」が「ジェンダー論」に統合された理由は不明であるが，国際社会文化学科のカリ

キュラム展開のなかでは，「家族論」は学科専門領域につなげるには狭義に過ぎたの

かもしれない。

教員の異動もあり，１９９９年度からは旧カリキュラムの「心理・女性学研究」「心
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理・女性学研究演習」は開講されず，国際社会文化学科に「多文化社会研究Ⅵ（ジェ

ンダー論）」が開講された。翌２０００年度には「多文化社会研究演習Ⅵ（ジェンダー

論）」が開講されるが，２００１年度に人間環境学科が開設されると，再び担当教員が移

動し上記２科目は２００２年度以降順次開講されなくなっていく。

このようにみると，恵泉女学園大学における「ジェンダー論」は開学以来，すべて

の学科を横断して最終的には人間環境学科において一つの結実を求めたようである

が，この学科にはジェンダーの名を冠した専門科目は設定されていない。それは人間

環境学科が，人と自然環境・人と社会環境・人と生活環境の「共生」を目指して設立

されたことから，あえてジェンダーという語には固執せず，「人間形成と社会環境」

との視点を確立しようとしたためではないかと推察される。特に，前掲の新学科構想

の２及び３項をあらためてみると，それらは人間環境学科にその役割を担うことが期

待されたもののようである。いわば「多文化社会理解」と「持続可能で共生できる社

会」という領域として２つの学科で役割分担をしたような形である。

さて，この時期，国際社会文化学科では，科目名や講義題目に積極的に各キーワー

ドが用いられるようになった。１９９９年度「国際関係研究Ⅴ（開発と女性）」（古沢希代

子），２０００年度「国際関係研究演習Ⅴ（開発と女性）」（同前）などのシラバスにみら

れるように，女性とジェンダーまたはジェンダー，女性，セクシュアリティの組み合

わせも目立つようになっている。これはもちろん日本文化・英米文化学科でも同様の

ことがいえる。

２０００年度に開講された「多文化社会特講Ⅰ（アジアのマイノリティ）」は，Aタイ

プの初例だが，その後２００５年度からの新カリキュラムにおいて「先住民族・マイノリ

ティ論」に継承され，「地域研究特講Ⅳ（オーストラリアのマイノリティ）」が開講さ

れるまで，新規科目で Aタイプの例はみられない。B～Dタイプでは特定の科目・教

員においてコンスタントな使用例がみられる。どのような，何のマイノリティである

かが重要なのであって，現象を論ずるものではないからであろう。

フェミニズムも似たような傾向がある。Aタイプの例は今日に至るまでひとつもな

く，Bタイプとして「アメリカ文化研究演習Ⅳ（文学）」（有馬弥子），「女性とキリス

ト教」（荒井英子）に登場するのみである。また，国際社会文化・人間環境学科専門

科目での例はほとんどなく，共通科目，英米文化学科専門科目での例が多くみられる

ことが特徴的である。いずれもフェミニズムの立場での先行研究を基に，何らかの

テーマ―もちろん女性やジェンダーなども含む―につなぐものであって，フェミニズ

ム研究をメインテーマとするものではないからだろう。C～Dタイプは特定の教員に

よるコンスタントな使用例がみられた。
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また２００１年度は，「学園の創立者河井道の願いであった世界平和のために貢献でき

る女性の育成を今日の時代に実現するためには，学部教育をさらに発展させて高度職

業人の育成が必要であるとの観点から」（１４），大学院人文学研究科国際社会文化専攻が

開設された年でもあった。これは専攻名にみる通り国際社会文化学科が母体であり，

カリキュラムは多文化共生論・国際共生論の２つの研究領域から構成されている。

開設初年度から「多文化共生各論Ⅳ（ジェンダー論（日本））」「多文化共生各論Ⅴ

（ジェンダー論（アジア））」，翌年「多文化共生各論Ⅲ（マイノリティ論）」が開講さ

れているが，女性の語を冠した科目名はまったくない。B～Dタイプでも毎年度１～

２例をみる程度である。フェミニズム，セクシュアリティも A，Bタイプには例がな

く，C，Dタイプの初出例はそれぞれ分かれる。フェミニズムは，２００２年度「南北関

係特論Ⅲ（欧米とアジア）」（石井摩耶子）で Dタイプに，２００４年度「宗教と社会特

論Ⅰ（宗教と共生）」（廣石望）で Cタイプに，いずれも「フェミニスト」という語

で各１例がみられるのみ。セクシュアリティという語そのものは，どこにもみられな

い。２００２年度に「国際共生各論Ⅰ」（甲斐田万智子）で Dタイプに，「リプロダクティ

ブヘルス・ライツ」という内容からとれる例が１つあげられるのみである。マイノリ

ティは２００１年度「宗教と社会特論Ⅲ（キリスト教とアメリカ社会）」（蓮見博昭）の初

出以来，毎年度 Dタイプに登場するが，「マイノリティ諸教団」を取りあげるもので

あり，マイノリティ視点の教育・研究とは少し違うことがうかがえる。いずれにして

も，大学院の研究教育においてもジェンダーがメインのキーワードとなっているのだ

といえよう。

学部のほうは，１９９８年度，２００１年度と新学科開設が続いたことで教員や科目の移動

があり，既存の２学科と新学科のカリキュラムの関係がみえづらい時期であった。A

～Cタイプにおけるジェンダーや女性のキーワード使用例は，比較的国際社会文化学

科専門科目に多くみられるが，Dタイプには共通科目・各学科からそれぞれに例がみ

られるので，科目名や講義題目には現れていなくとも，各学科カリキュラムにおいて

ジェンダー視点は展開され続けていたのであろうととらえておく。

２学部５学科体制期＊

２００５年度の学部学科改編の際には，学科増設のたびに膨らんできた共通科目の整理

がおこなわれた。初年次教育の見直しという観点から，１年次には「聖書」「国際」

「園芸」という建学の理念を学ぶための入門科目の他，「情報学基礎」，ゼミの入門的

な科目である「教養基礎演習」といった共通基礎科目，英語と日本語，第二外国語か

らなる共通外国語科目を履修するかたちに整備された。改編以前の共通科目は「聖
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書」「国際」「園芸」科目群に組み替えて共通教養科目とし，その枠組に収まらない人

文学系の教養科目は人文学部の学部専門基礎科目とし，一方，人間社会学部の学部専

門基礎科目には実学重視の導入科目を設置し，そのなかに，従来の「ジェンダー論Ⅰ

（女性と家族）」を「ジェンダー入門」と名称変更して設置した。

ジェンダー関連科目に関していえば，２学部５学科体制になってからの最も大きな

変化は，２００５年度に復活した「多文化社会研究Ⅵ（ジェンダー論）」「多文化社会研究

演習Ⅵ（ジェンダー論）」がなくなったことである。２００５年度入学生が２年次になっ

た２００６年度には，「国際関係基礎演習Ⅴ・Ⅵ（国際社会とヨーロッパ）」が開講され，

翌２００７年度には，３年次の「国際関係演習Ⅴ・Ⅵ（国際社会とヨーロッパ）」が開講

された。これは，担当教員の専門分野に合わせるとともに，学生のニーズに合わせ

て，国際社会学科のなかにヨーロッパを専門とするゼミ科目を設けようといった狙い

があり，そのための科目名称変更と考えられる。また，２００５年度には，教員の転出に

ともない，「国際関係研究Ⅴ（開発と女性）」は「国際関係研究Ⅴ（国際農業論）」に

なり，国際社会学科の専門科目から，ジェンダー・女性の語を冠する授業科目はなく

なった。

２００７年，従来の人文学研究科国際社会文化専攻が，人文学研究科文化共生専攻と人

間社会学研究科平和学専攻の２研究科２専攻体制に改編され，人文学研究科の専門研

究科目のなかに「ジェンダー文化特論」が開講した。今まで，学部の共通科目のなか

に「ジェンダー論Ⅱ（女性と映像）」はあったものの，人文学系の専任教員による初

めての授業科目であった。これは，「多文化共生各論Ⅳ（ジェンダー論（日本））」が

「ジェンダー論」と名称変更され，人間社会学研究科のなかに設置されたのに合わせ

て，人文学研究科内に開設されたものと考えられる。「多文化共生各論Ⅲ（マイノリ

ティ論）」は，「マイノリティ文化特論」に名称変更され，「多文化共生各論Ⅴ（ジェ

ンダー論（アジア））」は，教員の転出により，２００５年度以降は開講されていない。

すなわち，ジェンダーの語を冠する授業科目は，２００１年度には６種類あったが，翌

年学部２年次科目がなくなって５種類になり，翌々年は学部共通科目と大学院科目の

４種類（実際には，大学院科目１科目は開講されず），２００５年度に学部２年次科目，３

年次科目が復活したものの学部共通科目と大学院科目が１科目ずつになり４種

類，２００７年度の大学院改編によって「ジェンダー文化特論」が増えて５種類に増えた

が，２００８年度以降は学部共通科目と大学院科目の３種類と減少傾向にある。しかし，

Dタイプの授業は増加しており，ジェンダーということばが定着したことがうかがえ

る。

女性関連科目に関しては，女性ということばをジェンダーに置き換える授業が増
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え，女性関連の用語は，テキストの書名や映画のタイトルに多くなっていく傾向がみ

られる。改編の際に，１９８９年度から開講されてきた「女性学」がなくなった（改編に

ともなう移行期間を経て，２００７年度まで開講）ことも，男女両性の問題を取りあげる

ジェンダーが学生に認知されたからであろう。また，２０１１年度に Cタイプの授業が

半減したが，これは，この年から講義目的ではなく到達目標を書くようになったた

め，今まで講義目的に書いていた授業内容の説明を講義概要・毎回の授業の欄に書く

ようになったからである。

さて，改編後を振り返ると，２０１０年度のマイナーチェンジは，あまり影響がなかっ

たといえる。むしろ，担当教員のサバティカルによる影響のほうが大きい。ジェン

ダーや女性，フェミニズム関連の授業は，担当者が研修休暇を取ったり，研修休暇か

ら戻ったり，あるいは，役職についたことによる減コマによって，増減していること

がわかる。自分自身のことを振り返ると，２００８年度までは講義題目にジェンダーの語

を入れていた授業を，ゼミ生の指導のために，２００９年度からはディスクリプションの

技術を向上させるための授業に切り替えざるを得なかった。卒業論文執筆に向けて，

どうしても知識蓄積型の授業をおこなうことが優先され，ジェンダー分析まで手が回

らないのが実情である。人文学部の教員の授業展開をみても，概説的な授業をしたあ

とで３年次に取りあげたり，１５回の授業のうち，最後の何回かにジェンダーに関する

トピックを入れていることがわかる。逆に，人間社会学部のほうは，当初ジェンダー

の語を入れていなかった授業が，何年かたつとジェンダーや女性に関するトピックを

加える傾向にある（「平和研究入門」「社会福祉入門」「ヒロシマ・ナガサキ学」，国際

社会学科の特講科目など）。学生にとって，より身近な問題として理解させるためか

と考えられる。

それでは，他大学では，どのようなジェンダー関連のプログラムが設置されている

のだろうか（１５）。多摩ジェンダー教育ネットワークで報告された事例を中心に紹介し

よう。

４．他大学のジェンダー関連プログラム＊

和光大学「ジェンダー・スタディーズ・プログラム」

日本で初めての女性学講座が設置されたのが和光大学である。１９７４年，人文学部人

間関係学科に「女性社会学」が開設され，翌年，「女性学研究試論」と改称（～１９９４），

その後，一般教育科目に「女と男」，学部改組により人間関係学部人間関係学科に「現

代社会とジェンダー」「セクシュアリティをめぐる諸問題」，人間関係学部共通科目と

して「女性学」「男性学」が開設され，１９９９年，人間関係学部人間関係学科に「ジェ
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ンダーと人間関係プログラム」（GHRP）が設置された（１６）。一方，表現学部表現文化

学科には「女と男の表現空間」，人間関係学部人間発達学科に「教育とジェンダー」，

共通教養科目に「性とジェンダー」が開設され，人間関係学科内にも「ジェンダーと

メディア」「マイノリティと言語 B」「開発とジェンダー」が開設され，２００７年の学部

改組の際に，現代人間学部内に「ジェンダー・スタディーズ・プログラム」（GSP）

が設置された。

学部学科を問わず，このプログラムに登録した学生は，ジェンダーにかかわる共通

教養科目と各学科専門科目を２０単位以上履修し，３０００字程度のレポート２本を提出す

ることによって，プログラムの修了が認定される。このように，長い時間をかけて積

み重ねられてきたプログラムであるが，レポート提出がネックになって修了者数が伸

び悩んだり，プログラム修了のメリットが学生に充分に理解されていないなどの問題

点があるという。また，ジェンダーを専門とする専任教員が少なく，プログラムのコ

ア科目のほとんどを非常勤講師が担当しているため，学科内の基盤が弱い，学部設置

のプログラムなので，共通教養科目や他学部他学科の情報が入りにくいといった問題

もあり，今後は，副専攻あるいは全学横断プログラムや，社会人の学び直しを念頭に

おいたプログラムに発展させていくことを検討しているという。現代人間学部現代社

会学科が中心となっているが，社会学のみならず，表現，教育，メディア，言語，開

発，セクシュアリティ，マイノリティとさまざまな分野の授業を組み込んだバランス

のとれたプログラムであることがうかがえる。

なお，和光大学では，２００１年に開設された「ジェンダー・フリー・スペース」の全

学的運営組織として，２００７年に「ジェンダー・フォーラム」が発足し，①ジェンダー

に関する情報や資料の収集と提供，②ジェンダーに関する講演会やシンポジウム等の

企画・実施，③ジェンダーに関する調査研究の支援・交流をおこなっている。

国際基督教大学「ジェンダー＆セクシュアリティ研究」

国際基督教大学（ICU）では，「２１世紀の ICU教育」として提示された４分野のう

ちのひとつが「ジェンダー」であったことから，２００４年，「ジェンダー研究センター」

（CGS）が設立された（１７）。翌年，学科間専攻プログラムという位置づけで，Program

of Gender and Sexuality Studies（PGSS）が開設された。２００８年の教学改革により，学

科が廃止され，３１の専攻（メジャー）が横並びになる体制が生まれ（２０１１年度現在で

は３２），PGSSにおいても，Programという名称が廃され，「ジェンダー＆セクシュア

リティ研究」（GSS）としてメジャーのひとつになった。GSS はプログラム・コー

ディネーターの教員によって運営されているが，その GSSをバックアップしている
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のが CGSとそのスタッフという関係である。

２００９年度のカリキュラムをみると，ジェンダー，セクシュアリティ研究の他，社会

学が多いものの，哲学，法学，政治学，経済学，人類学，心理学，教育学，言語教育，

文学，カルチュラル・スタディーズなど，開設科目が多岐にわたっていることがわか

る。しかし，GSSの運営にあたっている教員は，それぞれの専門のメジャーにも所

属していることから（たとえば，社会学，文学，人類学など），学生は，どうしても

そちらのメジャーを履修しがちであり，GSSをメジャーとする学生をいかに増やす

かが課題としてあげられるという。

一橋大学大学院社会学研究科「ジェンダー教育プログラム」

さて同様に，研究センターが教育プログラムをバックアップしているのが，一橋大

学大学院社会学研究科内に設置された「ジェンダー社会科学研究センター」

（CGraSS）である。CGraSSには，研究部門，研究交流部門の他，ジェンダー教育プ

ログラム（GenEP）部門が設置されている。一橋大学では，１９９０年に「ヒューマン・

セクソロジー」を開講以降，それぞれの教員が独自にジェンダー関連の授業を開講し

ていたが，１９９８年の女性教員懇話会発足後，「下からのムーブメント」を起こし，プ

ログラムづくりを進めてきたという（１８）。その後，２００５年度から２年間にわたって学

内で実施された「一橋大学における男女共同参画社会実現に向けた全学的教育プログ

ラムの策定」プロジェクトの活動を経て，２００７年，ジェンダー研究と社会科学の融合

を目指して CGraSSが設立された。

２０１０年度の GenEPをみると，学部基幹科目群７科目，大学院基幹科目群３科目，

学部連携科目群３４科目，大学院連携科目群１７科目，合計６１科目を提示し，受講を勧め

ているが，当然のことながら，基幹科目１０科目中，学部共通科目３科目（「ヒューマ

ン・セクソロジー」「男女共同参画時代のキャリアデザイン」「ジェンダーと心理

学」）以外は，すべて社会学の専門科目である。しかし，連携科目５１科目には，社会

学の他にも経済学，英文学，西洋美術史などが入っており，さらに，ジェンダーに言

及する頻度を★講義全体をジェンダーの視点から構成する，◎ジェンダーを講義の一

つの柱とする，○ジェンダーについて１，２回取りあげる，というように３段階に分

け，履修の目安にしているところは，本学で同様のプログラムを立ちあげるときに参

考になるだろう。

都留文科大学「ジェンダー研究プログラム」

文学部だけの単科大学でありながら，立派な「ジェンダー研究プログラム」を有し
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ているのが，都留文科大学である（１９）。都留文科大学は，公立大学で唯一の教員養成

系大学であり，卒業生の多くが教職についている（２０１０年度の教職就職者１６９人，内，

小学校教員１２９人）。文学部定員５９０名が，初等教育学科（１５０），国文学科（１００），英

文学科（１００），比較文化学科（９０），社会学科現代社会専攻（９０），環境・コミュニ

ティ創造専攻（６０）の５学科２専攻に分かれているので，本学よりも少し規模の大き

な大学とみてよいであろう。

都留文科大学の「ジェンダー研究プログラム」は，「両性の平等を認め，ジェンダー

視点をもつ」ことを目標に，２００５年度に開設された。共通教養科目の「ジェンダー研

究入門」「ジェンダー研究Ⅰ（教育・文化・社会）」「ジェンダー研究Ⅱ（歴史・思

想）」「ジェンダー研究Ⅲ（経済・開発）」「ジェンダー研究Ⅳ（法・政治）」からなる

基礎科目と，各学科のジェンダー関連科目からなる基幹科目（９科目），各学科の専

門科目からなる関連科目Ⅰ群（９科目），関連科目Ⅱ群（１０科目）から構成されてい

る。基礎科目の必修科目（「ジェンダー研究入門」）と選択必修科目から６単位，それ

以外から１０単位（ただし，関連科目Ⅱ群からの履修単位は２単位まで），合計１６単位

以上履修すると，修了証が与えられる。全学科の学生が履修することができるが，教

職志望者の履修率が高いという。三橋順子氏によれば，この規模のジェンダー教育プ

ログラムを設置している大学は，首都圏では，お茶の水女子大学（コア・クラスター

「ジェンダーコース」２００４～），国際基督教大学（「ジェンダー＆セクシュアリティ研

究プログラム」２００５～），和光大学（「ジェンダー・スタディーズ・プログラム」２００７

～），一橋大学（「ジェンダー教育プログラム」２００７～）であり，設置時期もお茶の水

女子大学に次ぎ，国際基督教大学に並んで早いという（２０）。

お茶の水女子大学コア・クラスター「ジェンダーコース」

それでは，お茶の水女子大学の「ジェンダーコース」とは，どのようなものなので

あろうか。コア・クラスターとは，社会的関心が高く，現代世界を理解する上で重要

と思われる問題領域や視点を核（コア）とし，この核を中心に授業科目群（クラス

ター）を構成し，学部学科を超えたコースとして設置するもので，各コースを構成す

るクラスターは，２年間をひとまとまりとして開講されるという（２１）。履修した単位

は，全学共通科目として，卒業に必要な単位（自由選択科目）に加算され，各コース

所定の単位を取得した学生は，卒業時にコースの履修証明書の交付を受けることがで

きる。「ジェンダーコース」は，必修科目である「ジェンダー学論」２単位を含む１０

単位以上を２年間で履修するよう定められている。「ジェンダーコース」の他には，

「共生社会とコミュニケーションコース」「「優れた女性リーダーになろう」コース」
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が設置されている。

また，お茶の水女子大学には，ジェンダーに関する総合的・国際的な研究をおこな

い，研究者の育成に資することを目的とした「ジェンダー研究センター」（IGS）

が，１９９６年に設置されており，これは，日本の大学では初めてのジェンダー研究を目

的とする研究施設であるという（２２）。IGSは，大学院（人間文化創成科学研究科博士

前期課程ジェンダー社会科学専攻，博士後期課程ジェンダー学際研究専攻）とも連動

し，研究・教育活動をおこなっているという。本学においても，既存の研究所のバッ

クアップのもと，学部のプログラムと大学院のジェンダー関連科目を連動させること

は可能だろう。

５．問題点と改善への提言＊

今回の調査分析を通して，１９８９年度の「男女の性差」から始まった本学のジェン

ダー関連科目は，学科増設や学部学科改編による増減を繰り返しながらも，Dタイプ

の授業まで含め，２０１１年度現在で３１科目に増えたことがわかった。また，日本文化学

科専門科目の「婦人福祉」は「婦人労働論」を経て，「女性労働論」と「家族論」に，

共通科目の「家族論」は「ジェンダー論Ⅰ（女性と家族）」を経て，人間社会学部専

門基礎科目の「ジェンダー入門」へと名称変更したが，これらは共通科目として開講

された「女性学」とともに，就労，結婚，子育て，介護など，女性のライフコースを

たどる授業であった。学科増設にともなう担当教員の移動によって，日本文化学科か

ら国際社会文化学科，人間環境学科の専門科目になった「女性学演習」（現「人間形

成実践演習Ⅰ」）も同様に「親子・家族・女性の生き方を考える」授業である。その

一方で，文学作品や視覚表象，歴史，社会，国際問題，さらには人間の心理や環境な

どをジェンダーの視点から分析する授業と，性愛，異性愛／同性愛，性差別など，セ

クシュアリティの問題を取りあげる授業が開講されてきたことは見逃せない。自分が

男性／女性である，あるいはどちらでもない，変化するといった性自認はジェン

ダー・アイデンティティ（gender identity），身体の性別や社会的文化的に与えられた

性別と性自認とのあいだに食い違いが生じているのがトランスジェンダー（transgen-

der）であり，ジェンダーの問題はセクシュアリティの問題と切り離して考えること

はできない。現在のジェンダー研究も，クィア理論を取り入れ，多様な性の研究を目

的とする学問になっている。

本学では，女性に関する授業が最も多いが，女性を語ることは女という性を語るこ

とであるにもかかわらず，性そのものを取りあげる授業や担当者が少ない。２００９年度

までは，性的マイノリティの問題をキリスト教の立場から扱った「女性とキリスト
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教」（荒井英子）が専任教員によって開講されていたが，２０１１年度では，セクシュア

リティの問題を中心に扱っている講義科目（「女性と健康」「キリスト教文化特講Ⅰ・

Ⅱ」）は，すべて非常勤講師が担当している。現在，おもにジェンダー関連の授業を

開講している分野は，家族・親子関係（大日向雅美），アメリカ史（杉山恵子），ヨー

ロッパの移民（定松文），視覚表象（稲本万里子）である。セクシュアリティやセク

シュアル・マイノリティの問題を含めて，自分自身の身体の性と心の性を偏見なくみ

つめ，自己と他者の差異を理解した上で，どのように生きるか，差別のない社会をつ

くるためにはどのようにしたらいいのか考えさせる授業が開講される必要があるだろ

う。

改編後，「女性学」がなくなり，学生が女性のライフコースを考える授業がなくなっ

ていた。自分自身の生き方をみつめ，社会に出てからの自分を思い描くことができる

ような授業を開設する必要性から，２０１１年度から「キャリアデザイン」が１年次秋学

期の必修科目になった。次は，学生が自分自身の身体の性と心の性，性的指向をみつ

め直すことができるような授業が開講されるべきである。現在のように非常勤講師担

当の授業であっても，専任教員が方向性を示す必要があるだろう。キリスト教の入門

科目で取りあげることが難しければ，専任教員の採用が急がれる。

また，ジェンダーに関する授業は，女性あるいはフェミニズム，セクシュアリ

ティ，マイノリティについても言及しており，ひとつの授業が重複している例が多

い。むしろ，担当者が固定化しているともいえる。従って，それらの授業を集めて副

専攻をつくることも可能であろう。前章でみてきたような他大学の「ジェンダー・ス

タディーズ・プログラム」のように，ジェンダーを主軸にすえる授業を基礎科目と

し，そこに，ジェンダーに関するトピックを１～数回入れる関連科目を加え，基礎科

目を中心に関連科目をいくつか履修するようなプログラムである。本学の場合は，キ

リスト教に基づく人間教育を中心に，セクシュアリティやマイノリティ関連の授業を

加えることができるだろう。現行のカリキュラムでも，他学部他学科の開設科目を履

修することは可能である。しかし，どの科目がジェンダー関連科目か，学生にはみえ

にくい。今後は，それを可視化し，目的意識を持って学んでいけるような制度づくり

が求められよう。
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註

１ 多摩ジェンダー教育ネットワークの発足については，木本喜美子・田中かず子「大学にお

けるジェンダー・セクシュアリティ教育の未来」（『CGSニューズレター』０１１，２００９年４

月），加藤恵津子「多摩ジェンダー教育ネットワーク 第１回会合」（『ジェンダー＆セク

シュアリティ』０５，２０１０年３月），木本喜美子「教員に横のつながりを！：「多摩ジェンダー

教育ネットワーク」始動」（『CGSニューズレター』０１３，２０１０年９月）参照。

２ 第２回から第６回会合のテーマと発表者については，加藤恵津子「多摩ジェンダー教育ネッ

トワーク 第２回～第６回会合」（『ジェンダー＆セクシュアリティ』０６，２０１１年３月）参

照。恵泉女学園大学のジェンダー教育については，第８回会合（２０１１年６月３０日）にて，

稲本万里子が発表した。

３ 「ジェンダー」「女性」「フェミニズム」「セクシュアリティ」「マイノリティ」関連科目は，

どこまでを抜き出すかが難しく，最終的に幅広く拾うことにした。基準は以下の通りであ

る。ジェンダー：ジェンダーの他，性差，男女差，性役割，性別役割，性自認はとる。た

んなる性別はとらない。女性：女性の他，女，婦人，レディ，ガール，夫人，母，嫁はと

る。彼女，母子，母の日，代理母，母語，恵泉女学園大学はとらない。ただし，明らかに

女性の人名（たとえば，本学創設者の河井道）が記されている場合は，女性に関する授業

をおこなっているとみなし，できる限り拾った。フェミニズム：フェミニズムとフェミニ

ストをとる。セクシュアリティ：セクシュアリティの他，性にまつわる用語はとる。名詞

の性，動物や生物の交配，エイズはとらない。マイノリティ：マイノリティの他，少数者

はとる。日本語の他に，英語表記も拾った。なお，テキストと参考文献は扱っていない。

４ 各年度の分担は，以下の通りである。野間田せつ子（学部１９８８～１９９６年度，および１９９７～

２００５年度の確認作業，大学院２００１～２００５年度），本学３年生山下奈々子（１９９７，１９９８，２００２

～２００５年度），本学３年生清水栞（２００１，２００６年度），本学卒業生武田沙保里（１９９９，２０００

年度），稲本万里子（学部２００７～２０１１年度，および２００６年度の確認作業，大学院２００６～２００７

年度）。

５ 開学当初はほとんどの科目が通年４単位であったが，２００１年度から完全セメスター制への

移行措置として，週２回開講の半期４単位科目と週１回開講の半期２単位科目が混在し，

その後，外国語科目を除き，週１回開講半期２単位科目になった。４単位科目と２単位科

目を同一に扱うか議論を重ねたが，単純に２倍することは不可能であると判断し，表１と

表２には実数を記した。

６ 『現状と課題―自己点検・自己評価―』恵泉女学園大学・短期大学，１９９７年３月。

７ 『現状と課題―自己点検・自己評価３―』恵泉女学園大学，２００１年８月。

８ 『現状と課題―自己点検・自己評価に向けて―１』恵泉女学園大学，１９９４年１０月。

９ 註８前掲書。

１０ 註８前掲書。

１１ 註８前掲書。

１２ 註６前掲書。

１３ 註６前掲書。
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１４ 註７前掲書。

１５ 他大学のジェンダー関連科目については，国立女性教育会館の「女性学・ジェンダー論関

連科目データベース」http://winet.nwec.jp/jyosei/search/ がある。ただし，２０００～２００８年度の

みであり，本稿で分類した Aタイプの授業だけのようである。

１６ 和光大学の「ジェンダー・スタディーズ・プログラム」については，井上輝子「和光大学

でのジェンダー教育の実践報告」（多摩ジェンダー教育ネットワーク第３回会合，２０１０年３

月９日）に基づいている。

１７ 国際基督教大学の「ジェンダー＆セクシュアリティ研究」については，加藤恵津子「ICU

ジェンダー研究センター（CGS），ジェンダー＆セクシュアリティ研究（GSS）の現在」多

摩ジェンダー教育ネットワーク第３回会合，２０１０年３月９日。

１８ 一橋大学の「ジェンダー教育プログラム」については，木本喜美子「一橋大学におけるジェ

ンダー教育プログラム（GenEP）―立ち上げから現在まで―」（多摩ジェンダー教育ネット

ワーク第４回会合，２０１０年７月１日）および，『一橋大学におけるジェンダー教育プログラ

ムへの提言「一橋大学における男女共同参画社会実現に向けた全学的教育プログラムの策

定」プロジェクト GenEP最終報告書（２００５年度―２００６年度）』（一橋大学 GenEPプロジェク

ト・一橋大学大学院社会学研究科，２００７年３月）。

１９ 都留文科大学の「ジェンダー研究プログラム」については，三橋順子「都留文科大学の

「ジェンダー研究プログラム」と「ジェンダー研究Ⅰ」の講義内容」多摩ジェンダー教育

ネットワーク第７回会合，２０１１年３月７日。

２０ 三橋順子前掲発表（註１９）による。ただし，和光大学は，１９９９年に「ジェンダーと人間関

係プログラム」を設置している。

２１ お茶の水女子大学公式 HP http://www.ocha.ac.jp/ ２０１１年１０月１日検索。

２２ お茶の水女子大学ジェンダー研究センター公式 HP http://www.igs.ocha.ac.jp/ ２０１１年１０月１

日検索。

附記

本稿は，恵泉女学園大学平和文化研究所より助成を受けて進めている２０１１年度平和文化研究所

研究プロジェクト「恵泉女学園大学のジェンダー教育に関する調査研究―１９８８年度～２０１１年

度」（研究代表者稲本万里子，共同研究者野間田せつ子）による研究成果の一部である。
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表
１

ジ
ェ
ン
ダ
ー
関
連
授
業
科
目
数
一
覧
（
学
部
）

年
度

開
講
科
目
数

ジ
ェ
ン
ダ
ー

女
性

フ
ェ
ミ
ニ
ズ
ム

セ
ク
シ
ュ
ア
リ
テ
ィ

マ
イ
ノ
リ
テ
ィ

春
学
期

秋
学
期

合
計

A
B

C
D

A
B

C
D

A
B

C
D

A
B

C
D

A
B

C
D

１９
８８

６１
０

０
０

０
０

１
１

１
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
１９
８９

１３
１

０
０

０
１

１
０

３
３

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

１９
９０

１８
２

０
０

０
２

２
０

４
２

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

１９
９１

２０
８

０
０

０
２

２
０

５
３

０
０

０
０

０
０

０
０

０
１

０
０

１９
９２

２７
８

０
０

０
３

３
１

３
４

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
１

１９
９３

３０
６

０
０

０
４

３
１

３
１０

０
０

０
２

０
０

０
０

０
１

０
１

１９
９４

３２
１

０
１

０
３

４
０

４
１０

０
０

２
１

０
０

０
０

０
０

０
０

１９
９５

３３
３

０
０

３
４

１
０
１０

１５
０

０
２

２
０

０
０

１
０

０
１

０
１９
９６

３４
７

０
０

２
７

５
１

７
１４

０
０

２
０

０
０

０
０

０
０

０
０

１９
９７

旧
３４
３

０
２

３
９

５
５
１２

３５
０

０
４

１
０

０
１

６
０

０
１

０
新
２９
６

１９
９８

旧
３７
５

１
２

１
９

８
３
１５

３２
０

０
４

３
０

０
１

２
０

１
２

２
新
４３
５

１９
９９

旧
４０
７

２
４

４
１４

１２
８
１５

３７
０

０
４

３
０

１
４

９
０

１
３

２
新
５７
４

２０
００

旧
４３
９

４
６

６
１１

１１
１４

１２
３４

０
１

４
５

０
１

７
１０

２
３

２
５

新
６４
９

２０
０１

４５
８

４７
２

９３
０

５
７
１２

１４
１７

３３
２０

５１
０

２
９

６
０

７
１１

１７
２

３
２
１２

２０
０２

５２
９

５２
６

１０
５５

４
７
１１

７
１７

２３
２７

５５
０

４
６

９
０

９
９
１６

２
４

１
１１

２０
０３

６０
３

５９
７

１２
００

２
６

５
５
１５

１６
１５

４７
０

１
６

７
０

４
４
１３

２
２

２
５

２０
０４

６０
２

５９
７

１１
９９

２
９
１１

１２
１１

２７
１７

５５
０

０
１１

３
０

５
８
１４

２
２

２
３

２０
０５

７３
１

７３
８

１４
６９

６
８

９
１４

１２
２４

２５
７４

０
１

６
５

０
５
１１

１４
２

２
７

８
２０
０６

８０
７

８４
３

１６
５０

５
１３

８
１３

１３
１８

３８
７６

０
１

０
９

０
１６

１３
３０

２
５

５
５

２０
０７

６８
５

７２
０

１４
０５

４
７

９
２５

１３
１９

３０
８５

０
１

２
９

０
８
１０

２６
２

３
５

８
２０
０８

６８
４

６２
８

１３
１２

１
１３

８
１９

９
２６

２６
８７

０
０

２
３

０
４
１４

１０
２

２
４

３
２０
０９

５７
８

６２
１

１１
９９

１
１１

６
１５

９
２３

２５
６０

０
０

２
３

０
９

３
１７

２
５

３
３

２０
１０

５５
７

６１
３

１１
７０

１
１０

６
１３

１０
１９

２８
６９

０
０

１
７

０
９

４
９

２
６

１
５

２０
１１

６０
５

６４
６

１２
５１

２
６

４
１６

１０
１９

１３
６７

０
０

１
５

０
８

３
８

２
２

６
３

※
旧
は
１９
９６
年
度
以
前
入
学
生
用
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
、
新
は
１９
９７
年
度
以
降
入
学
生
用
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
開
講
科
目
数
。

※
A
は
授
業
科
目
名
、

B
は
講
義
題
目
、

C
は
講
義
目
的
に
ジ
ェ
ン
ダ
ー
、
女
性
、
フ
ェ
ミ
ニ
ズ
ム
、
セ
ク
シ
ュ
ア
リ
テ
ィ
、
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
の
語
が
含
ま
れ
て
い

る
授
業
科
目
数
。

D
は
講
義
の
な
か
で
１
回
あ
る
い
は
数
回
取
り
あ
げ
る
授
業
科
目
数
。
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表
２

ジ
ェ
ン
ダ
ー
関
連
授
業
科
目
数
一
覧
（
大
学
院
）

年
度

開
講
科
目
数

ジ
ェ
ン
ダ
ー

女
性

フ
ェ
ミ
ニ
ズ
ム

セ
ク
シ
ュ
ア
リ
テ
ィ

マ
イ
ノ
リ
テ
ィ

春
学
期

秋
学
期

合
計

A
B

C
D

A
B

C
D

A
B

C
D

A
B

C
D

A
B

C
D

２０
０１

１３
１５

２８
２

０
２

１
０

０
２

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

１
２０
０２

３６
３３

６９
２

０
２

２
０

２
１

２
０

０
０

１
０

０
０

１
１

０
０

１
２０
０３

４２
５７

９９
１

０
３

１
０

０
１

１
０

０
０

０
０

０
０

０
１

０
０

１
２０
０４

４１
５０

９１
１

１
１

１
０

１
１

１
０

０
１

０
０

０
０

０
０

０
０

１
２０
０５

４２
５６

９８
１

０
０

１
０

０
０

１
０

０
０

０
０

０
０

０
１

０
０

１
２０
０６

４４
５６

１０
０

１
１

１
１

０
０

０
１

０
０

０
０

０
０

０
０

１
０

０
１

２０
０７

８９
８４

１７
３

２
０

１
３

０
０

１
５

０
０

０
０

０
０

０
０

１
０

１
０

２０
０８

５０
５２

１０
２

２
０

１
２

０
０

１
３

０
０

０
０

０
０

１
０

１
０

０
０

２０
０９

３８
３９

７７
２

１
１

１
０

０
１

４
０

０
０

１
０

０
１

０
１

０
０

０
２０
１０

２１
５３

７４
２

０
１

０
０

１
０

１
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

１
２０
１１

２１
７０

９１
１

１
０

１
０

０
０

３
０

０
０

０
０

０
０

１
０

０
０

１
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